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Ⅰ 策定にあたって                              

 １ 策定の趣旨                                

   自治体における障がい者の雇用については、法定雇用率の達成・維持に向けた取組を

進めることが求められている一方で、障がい者が活躍しやすい職場づくりや人事管理を

進める等、雇用の質を確保するための取組を確実に推進することが必要となります。 

令和元年の障がい者の雇用の促進等に関する法律（以下「障がい者雇用促進法」という。）

の改正では、国及び地方公共団体が率先して障がい者を雇用する責務が明示されるととも

に、各自治体においては、厚生労働大臣が作成する指針に即して、「障害者である職員の

職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画（以下「障害者活躍推進計画」と

いう。）を作成し、公表することとされました。 

障がい者の活躍とは、「障がい特性や個性に応じて能力を有効に発揮できること」であ

り、全ての障がいのある職員が活躍できるよう、取り組んでいくことが重要です。 

障がい当事者の視点に立つとともに共生社会の実現を進めるべく「障害者活躍推進計

画」を策定し、本計画のもと障がいのある職員を含むすべての職員が働きやすい職場づく

りに向けて取り組みます。 

 ２ 策定主体                                   

   東根市・東根市教育委員会とする。                                 

市全体で障がい者の活躍推進に向けた取組を推進する必要があり、各任命権者ごとに計

画を策定することとなっております。しかしながら、恒常的に任命されている職員が 10

人未満であり、現に障がい者を雇用していない場合は計画の作成義務がなく、また、各任

命権者には職員採用権限がないことから、市長部局と教育委員会部局において連名で計画

を策定し、ほか各任命権者とも連携をはかります。 

 ３ 計画期間                                   

   令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。なお、計画期間内におい

ても、毎年度取組状況等を把握・検証し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 ４ 周知・公表                                         

   本計画は、全ての職員に対して周知するとともに、ホームページに掲載するなど、適切

な方法で公表します。 
   また、数値目標の達成状況及び計画に掲げる取組の実施状況等についても、毎年度、周

知・公表します。 
 

 



Ⅱ 本市における障がい者雇用等の状況                 

 １ 障がい者採用枠での採用試験の実施                           

   本市では平成 25 年度、初級行政の採用試験に身体障がい者枠を設けており、計画的な

採用を実施してきました。 

   

  採用実績 

試験実施年度 平成25年度 平成27年度 平成28年度 

採用者数 1名 0名 2名 

  

２ 障がい者雇用の状況                             

   障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、「自ら率先して障がい者雇用する

ように努めなければならない」とされ、障がい者の雇用の場の確保に向けて、民間企業等

よりも高い法定雇用率が設定されています。 

   本市の令和元年６月１日現在の雇用は次のとおりとなっています。 

 

  ≪令和元年６月１日現在の雇用≫        （令和元年厚生労働大臣への報告） 

任命権者 
法定 

雇用率 

法定雇用障がい者数の

算定基礎となる職員数 

求められる

障がい者数 

障がい者

数 
不足者数 

市長部局等 2.5％ 301名 7名 8名 0名 

教育委員会 2.5％ 66名 １名 1名 0名 

※教育委員会において職員採用権限がないため、障がい者雇用促進法の規定に基づく障がい者

雇用率制度の適用について、同法第42条第１項の「地方公共団体の特例認定」を受け、令和

２年度からは市長部局と教育委員会を合わせて雇用率を算出することとなります。 

 

３ 職場定着の状況                              

  障がい者の活躍を推進していくためには、障がいのある職員が安心して働ける環境づく

り等を通して、職場への定着を図っていくことが重要です。 

 

 ≪本市における障害のある職員の職場定着の状況≫ 

１年後定着率 ５年後定着率 

100％ 100％ 

※採用後の職場定着率（障がいに起因しない理由による退職を除く） 

 

 

 



４ 障がい者雇用に関する課題                                

  近年、中途障がい者（在職中に疾病・事故等により障がい者となったものをいう）とし

て身体障がい者となった職員も増えている中で、障がい者である職員が一人一人の特性や

能力を生かし活躍するためには、職場環境の整備や通院等への配慮等、更なる体制整備が

必要です。 

 

Ⅲ 障がい者の活躍推進に向けた取組                 

１ 障がい者の活躍を推進する体制整備                                

＊障がい者雇用推進者として庶務課長を選任し、障がい者の雇用促進及び安定を図るため、

諸条件の整備を行う。 

＊障がい者の雇用が５人以上となる場合は、障がい者職業生活相談員として職員係長を選

任し、障がい者の職業全般の相談・指導を行う。 

＊障がい者である職員の相談窓口を庶務課へ設置する。 

 

 ２ 障がい者の活躍を推進するための環境整備                    

  ＊相談窓口への相談のほか、障がい者である職員に対しては、状況を把握に努め、負担な 

  く遂行できる職務への配置等必要な配慮等を行い、継続的な措置を講じる。 

  ＊講じる措置は障がい者からの要望を踏まえつつ、合理的配慮のもと、適切に実施する。 

    

Ⅳ 目 標                             

１ 採用に関する目標                                 

法定雇用率に対する法定雇用障がい者数が常に上回るよう、定員管理計画と調整を図り

ながら計画的に採用を行うこととします。 

 

２ 職場定着に関する目標                              

共生のまちづくりを実施している本市においては、障がいの有無に関わらず、全ての職

員が輝けるような職場環境づくりを行い、職場定着率を維持することとします。 


